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はじめに 

国際宇宙ステーション（ISS: International Space Station、以下、「ISS」という）は、日本、米国、欧州、

カナダ及びロシアの国際協力のもとに建設された有人宇宙施設である。我が国はISSの構成要素の一

つである、「きぼう」日本実験棟（以下、「きぼう」という）の開発及び運用・利用を中心としてISS計画に参

加している。2008年2月にきぼうが打ち上げられ、我が国の地球低軌道（以下、「LEO」という）における

宇宙空間利用が本格的に開始されて以来、微小重力環境の利用が有効に作用する有望な分野の探索・

特定と利用方法（技術）を構築してきた。 

JAXA及びきぼうに求められる役割が時代と共に大きく変化してきており、2030年のISS運用終了を見

据え、より多くの研究者や民間企業からの参画を得てきぼう利用の成果最大化を進めて行くとともに

LEO利用をポストISSへとシームレスにつなげるため、JAXAとして目指す姿や目標等を掲げ、戦略的か

つ組織的にきぼう利用を推進する目的で「きぼう利用戦略」を策定している。 

きぼう利用戦略では、ポストISS（2035年頃）のLEO利用の目指す姿として「きぼう利用を通じて、LEO
における宇宙環境利用が人類の社会・経済活動の一部として定着している」ことを掲げ、JAXAが取り組

むべき３つの活動領域「JAXA事業利用（技術実証・獲得、超長期有人宇宙滞在技術・探査技術獲得の推

進）」、「公的利用（知の創造/国の課題解決型研究・学術研究の推進）」、「商業活動利用（民間利用オープ

ンイノベーションの推進）」の利用配分がバランスのとれた配分となることを目標に設定し、それぞれの

領域の推進と成果の最大化を図ることを、きぼう利用推進の基本的な考え方としている。 

きぼう利用の目指す姿の実現に向けた具体的な取組の１つが「プラットフォーム（以下、「PF」という）」

である。宇宙実験の実績・成果があるきぼう利用のうち、繰り返し実施が可能であり、国の科学技術施策

の実現や民間企業の研究開発等に貢献でき、JAXA内外から利用ニーズがある取組をきぼう利用の柱

として位置付け、その領域の研究を支える研究開発基盤を「PF」と定義し、それぞれの業界・分野・コミュ

ニティの中での定着及び利用の拡大を推進してきた。きぼう利用戦略では、５つのPFを定義している。 

また、ＰＦでは、利用者の参加を促進するために、宇宙実験の入り口から成果創出までを支える一連

の実験技術の定型化・定時化・高頻度化・低価格化等を図り、実験ごとにサービスを定型化することによ

り、きぼう利用の需要を喚起するよう努めてきた。 

本報告書は、超小型衛星放出PFについて、これまでの成果を取り纏め、今後のPF利用の方向性を議

論するためその取組や計画を報告する。 

  

＜プラットフォーム一覧 （きぼう利用戦略（第4版）掲載）＞ 
i. 新薬設計支援PF         タンパク質の構造に基づく薬剤設計支援 

ii. 健康長寿研究支援PF     「きぼう」を使ったヒトの健康長寿に関連する研究への貢献 

iii. 革新的材料研究支援PF   無容器処理技術を利用した材料研究への貢献 

iv. 超小型衛星放出PF       超小型衛星放出サービスの提供 

v. 船外ポート利用PF        船外ポートを利用した戦略的利用推進 
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１. 緒言  

（１） 超小型衛星放出PFの設置概念 
 
【超小型衛星／ISSからの衛星放出について】 
超小型衛星CubeSatの概念、規格が登場したのは1999年のことであった。日本でも、大学を中心に

超小型衛星の開発が広まり、H-IIAロケットの相乗りなどの機会が提供され始めた。超小型衛星は、最小

サイズ(1U)が10センチの立方体で、重量は1kg程度である。大型の衛星と異なり、予算も少なくてすみ、

1-2年で開発が可能なことから、当初から人材育成の側面が大きかったと言える。学生が衛星開発から

運用に至るまでのすべてのプロセスを経験することができ、プロジェクトマネジメントを学ぶ上でも格好

の材料であった。 
JAXAがISSから初めて衛星を放出したのは2012年である。これは世界に先駆けた快挙であった。「き

ぼう」打ち上げ時には想定していなかったが、「きぼう」の持つエアロックとロボットアームを用いて、衛星

を宇宙空間に放出できるのではないかと考えて小型衛星放出機構J-SSODを開発したのである。従来、

打上げ機会がロケット相乗りに限られる時代において、超小型衛星による宇宙利用を拡大するイノベー

ションとなった。 
衛星は衛星搭載ケースに入れ、クッション材で保護して補給船内に収納して打ち上げる。ISS到着後

に宇宙飛行士が衛星搭載ケースを親アーム先端取付型プラットフォーム（MPEP）に取り付け、配線を行

って放出機構のチェックアウトなどの前準備を実施する。その後、衛星搭載ケースを取り付けたMPEPを
エアロックから船外に搬出し、ロボットアームで把持した後、放出方向へ移動させる。放出は地上からの

コマンドにより実施する。モータが回転し放出機構の扉が開くと、衛星搭載ケース内のバネの力により衛

星が放出される。 

 
 
ロケット相乗りと比較したISSからの放出のメリットは、年に複数回の打ち上げ機会があること、打ち上

げ時の振動・衝撃が少なく衛星へのダメージを最小限に抑えられること、放出の瞬間をライブ映像で見る

ことができる点が挙げられる。 
 

【J-SSODについて】 
小型衛星放出機構（JEM Small Satellite Orbital Deployer: J-SSOD）は、CubeSat規格（約10cm×

10cm×10cm）および50kg級の超小型衛星を、「きぼう」日本実験棟のエアロックから搬出して放出機構

で打ち出し、地球周回軌道に乗せるための仕組みである。衛星サイズ10cm×10cm×10cm を1Uとい
い、一辺を20cmや30cmにした2Uや3U、約20×30×10cmのW6Uなどがある。J-SSODは、親アーム

先端取付型プラットフォーム（MPEP）、衛星搭載ケース、分離機構などから構成されている。 
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J-SSODの利用増加に伴い、繰り返し使用可能な軌道上装填型衛星放出機構（JEM Small Satellite 
Orbital Deployer Re-suppliable: J-SSOD-R）も導入した。放出後の衛星搭載ケースを持ち帰るリソース

がないため、使い捨てを前提にせざるを得なかったことから、軽量で安価な打ち上げケースに衛星を搭

載して打ち上げ、軌道上で衛星を軌道上装填型衛星放出機構に移設する運用に切り替えた。軌道上装

填型衛星放出機構は軌道上に保管してあり、繰り返し使用可能である。 
2025年10月末現在で、J-SSODからは99機放出している。なお、J-SSODにヒントを得た米国

Nanoracks社などが同様の放出機構を開発し、多くの衛星をきぼうから放出しており、それらを合わせる

と361機である。いずれの放出機構の利用においても、きぼうからの衛星放出はJAXAが支援している。 
 

 
 
【衛星放出の枠組み】 
 初期の数年は無償公募で実績を積み重ね、世界の趨勢に合わせて2014年度からは有償利用を開始

した。2015年度に国連宇宙部（UNOOSA）とKiboCUBEという無償のプログラムに関する覚書を締結

し、2016年度から募集を開始した。2017年度からは、国内大学で拠点となりうる大学との連携協定を締

結し、人材育成および国際協力を推進・拡大した。2021年度にはその発展形として、J-CUBEという有償

利用のプログラムを大学宇宙工学コンソーシアム（UNISEC）と連携して開始した。プラットフォームの安

定運用と利用拡大が進み、2017年度には超小型衛星放出プログラムの事業化の検討を開始し、企画競

争を行った。SpaceBD株式会社（SBD）および三井物産エアロスペース株式会社（MBA）の2社を事業者

として選定し、2024年12月まで第1期として運用した。2024年度には第2期に向けて改めて企画競争を

行い、同じ2社を再度選定した。 
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 個別の枠組みについて述べる。 
 KiboCUBE： 現在実施中の無償の枠組み。「きぼう」日本実験棟の強みを最大限に生かし、ま

た国連宇宙部（UNOOSA）が持つ加盟国とのネットワークやノウハウを活用して、「きぼう」から

の超小型衛星の利用機会を宇宙新興国等に提供し、それらの国々の宇宙関連技術の向上や人

材育成等への貢献を目指すもの。低コストで手軽な技術によって製作することができる超小型

衛星は、教育や通信、災害低減や人材育成など、様々な利用例があり、この連携協力は、人工

衛星等の打上げ能力を有しない国々に対して、宇宙空間での利用・実証の機会を提供するもの

となる。2015年から国連宇宙部とJAXAとの連携協力を開始。国連が進める人材育成イニシア

チブとして初めて宇宙に届いたプログラム。 
https://www.jaxa.jp/press/2015/09/20150908_unoosa_j.html 

 J-CUBE： 2021年度に開始、現在実施中。人材育成や技術実証の機会として、有償ではあるも

が、比較的安価。JAXAと特定非営利活動法人宇宙工学コンソーシアム（UNISEC）は、「国際宇

宙ステーション「きぼう」日本実験棟からの超小型衛星放出を用いた学術利用及び人材育成に

係る包括的な連携協力の推進に関する協定」を締結し、協定に基づき、国内大学向け超小型衛

星放出機会の提供を行う。JAXAと国内大学研究機関による官学共同の超小型衛星開発・放出

体制を発展させ、国内大学の技術力を最大活用したキャパシティビルディング体制を構築し、継

続的な国際貢献の実現と、国内大学が国際協力において魅力あるパートナーとしてあり続ける

ための衛星開発能力強化を図ることを目的とする。より発展的な国際協力に資するための国際

協力枠、ならびに国内の技術開発能力強化のための国内先進ミッション枠がある。 
https://unisec.jp/service/j-cube 

 大学連携協定枠： 2016年度から2020年度まで実施した枠組みで、超小型衛星開発を積極的

に推進している九州工業大学、東京大学、東北大学/北海道大学と連携し、比較的安価に有償利

用機会を提供するもの。人材育成および国際協力を推進・拡大した。本枠組みは発展的に解消

し、J-CUBEの立ち上げに繋がった。 
 事業者枠： J-SSODの利用促進のため、JAXAとの直接契約による外部機関との有償利用を推

進していたが、「きぼう利用戦略」第2版に基づき、「きぼう」の利用事業について民間等による事

業自立化（民間への開放）を推進する方針となったことを受け、民間事業者ならではのアイデア

やサービスによって、国内外に広く事業提供するための企画提案募集を行うこととした。これは

「市場調査」、「利用者開拓」及び「利用者に対する技術支援」、「打上げ・放出」までを、自己資金

により自ら運営し、事業者は委託作業に係る一定の対価をJAXAに支払うというJAXAとして初め

ての試みであった。 
https://www.jaxa.jp/press/2018/02/20180223_microsat_j.html 
厳正なる評価の結果、2018年5月に超小型衛星放出事業者としてSpace BD株式会社及び三井

物産エアロスペース株式会社（選定当時は三井物産株式会社、その後三井物産エアロスペース

https://www.jaxa.jp/press/2018/02/20180223_microsat_j.html
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に地位譲渡）を選定した。 
https://www.jaxa.jp/press/2018/05/20180529_microsat_j.html 
民間事業者2社は国内外のポテンシャルユーザにアクセスしており、2024年度にはその実績を

踏まえて再選定された。期限は2030年12月までであるが、2027年度に中間評価を予定してい

る。 
https://humans-in-space.jaxa.jp/kibouser/provide/j-ssod/74048.html 

 
【PFの立ち上げ】 
 超小型衛星放出PFは2016年度に立ち上げた。ISSからの超小型衛星放出を通した人材育成・技術

実証機会の提供、国際貢献（国際プレゼンス向上）、商業利用の促進を目的としている。HTV-X1号機

に搭載されている超小型衛星放出機構（H-SSOD）や、「革新的衛星技術実証プログラム」「小型技術

刷新衛星研究開発プログラム」「産学官による輸送・超小型衛星ミッション拡充プログラム（JAXA-
SMASH）」、それらを統合して開始した「JAXA宇宙技術実証加速プログラム(JAXA-STEPS)」など、

JAXAの他部門で実施している超小型衛星相乗りプログラムは範囲に含まれない。（必要に応じて情

報共有などは行っている）。 
本PF自体はインフラであり、科学的成果の創出などはスコープに入っていない。有償の場合はエ

ンタメ・記念品としての放出などを目的としていることもある。上記で説明したそれぞれの枠組みにお

いて、本PFは放出機会の提供、衛星を打ち上げ・放出するための各種支援を行い、衛星開発及び運

用は費用も含めてユーザの役割となる。（ユーザとの役割分担は、船内ペイロードとは大きく異な

る）。 
 
（２） PFの目標及びきぼう利用の目指す姿へのPFの貢献 
 
「きぼう利用戦略 ～「きぼう」利用成果最大化に向けて アジェンダ2030 ～ 第4版」では、きぼう利用

のポートフォリオとして、「JAXA事業利用」「公的利用」「商業活動利用」の3つの領域は、バランスのとれ

た配分となるように努め、それぞれの領域の推進と成果最大化を図ることとされている。 
超小型衛星放出PFでは、主として「公的利用」と「商業活動利用」を実施している。公的利用として、公

募による無償の衛星放出を初期に行ったほか、KiboCUBEを実施している。J-CUBE等のJAXA有償利

用枠に加えて、超小型衛星放出ミッションの事業化により、商業利用も加速している。 
 
きぼう利用戦略には、以下の5つの目標も記載されているが、これらについても超小型衛星放出PFと

して貢献している。特に目標2、目標5への貢献が大きい。 
目標1：国が進める課題解決型研究への貢献 
目標2：民間企業の投資判断済み事業による「きぼう」の社会的価値の実証 
➡民間事業者を通して国内外のユーザが有償でJ-SSODを利用している。 

目標3：超長期有人宇宙滞在技術や探査技術等の研究開発の推進 
目標4：研究者の内在的動機に基づく学術研究による科学技術力向上への貢献 
目標5：国際プレゼンス向上及び人材育成への貢献 
➡現在放出済みの衛星の半数以上が外国の衛星である。また、KiboCUBE/J-CUBEの取り組みは

人材育成と国際貢献を目的としたものである。 
 
超小型衛星放出PFとしての目標は3つ設定した。「きぼう」のエアロックとロボットアームを活用し、

①ISSからの超小型衛星放出を通した人材育成・技術実証機会の提供、②国際貢献（国際プレゼンス向

上）、③商業利用の促進を目標とし、（超小型衛星放出に限らず）低軌道利用の拡大を目指す。本PFとし
ては、すでに事業移管しているため、ポストISSではJAXAが自らインフラを準備することは考えておら

https://www.jaxa.jp/press/2018/05/20180529_microsat_j.html
https://humans-in-space.jaxa.jp/kibouser/provide/j-ssod/74048.html
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ず、ニーズが見込めそうであれば事業者の事業として実施いただくことを想定している。民間事業者に

は、本事業を通して、ポストISS時代に向けての事業拡大、新規事業創出を行っていただく。 
 
（３）  PF目標の達成状況と将来ビジョン 
 
目標の達成状況を示す。 
①ISSからの超小型衛星放出を通した人材育成・技術実証機会の提供 
 超小型衛星の開発自体が、人材育成や技術実証機会となっていることから、一義的には放出機会と放

出数がそのまま成果となる。プラットフォーム化した2016年度以降は、2017年度を除き年に2回～4回の

打ち上げ・放出機会を設けており、放出機数も増加している。（下図の2025年度分については見込みを

含む）。2023年度に放出数が少ないことには特に理由はなく、この時期に準備が整った衛星が少なかっ

たことによる（直前で間に合わなかった衛星が2024年度にずれ込んでいるイメージ）。 
PF側としては、打ち上げ準備のできた衛星が次のフライトチャンスに搭載できるよう、ほぼすべての

補給機において打ち上げスペースを仮予約している。（その補給機の搭載品を確定する時点で、搭載衛

星がなければ予約を取り消す）。このため、ロケット相乗りのように、衛星側の都合で予定期日に間に合

わない場合の機会喪失や、1年待たされたりすることはなく、数か月後の打ち上げ機会に搭載できるた

め、大きなメリットであると言える。 
 

 
 
各衛星の提案機関を分類したグラフを以下に示す。大学等（高校、高専も含む）の利用が67件で全体

の6割を超えている。1つの衛星を開発するのに、最低5人以上の学生が携わる。すなわち、のべ335人
以上の学生の人材育成に役立っているといえる。公的機関には、海外の宇宙機関や県などが含まれ

る。企業や個人の団体などが約2割である。 
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②国際貢献（国際プレゼンス向上） 
これまで、KiboCUBEでは8回の公募選定を行い、8つのチームを採択し、5つの衛星を放出した。う

ち、ケニア、グアテマラ、モーリシャス、モルドバについては、放出した衛星がその国初の衛星であった。

放出の際には、筑波宇宙センターの運用管制室に政府高官や大使が来訪されたり、オンラインにて当

該国の首相が臨席されるなど、外交的意義も極めて大きい。外務省の開発協力白書にもKiboCUBEの
記載がある。 
その他、メキシコ衛星はJAXAに引き渡し済みで、中米統合機構（SICA）の衛星、タンザニア/コートジ

ボワール共同提案衛星については、隔週のWeb会議でJAXA職員が自ら技術調整を行っており、現地

を訪問しての技術協力も計画している。こうした親身な対応により、日本のプレゼンスを示すことができ

ている。 
 KiboCUBEの取り組みの波及効果は、人材育成にとどまらない。超小型衛星を宇宙に打ち上げるに

は、無線規制に関しては国際電気通信連合(ITU)などの国際機関と、宇宙物体の登録に関しては国連宇

宙部と調整する必要がある。また、超小型衛星の打ち上げやそれに関連する宇宙活動が国際条約に沿

ったものとなるよう、政府は宇宙に関する政策や法律を制定して規制する必要がある。KiboCUBEは、

選ばれたチームだけでなく、その国の政府や政策立案者に宇宙活動に参加してもらい、その国が宇宙

開発国になるために一歩前進することを後押ししている、という側面もある。 
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 選定国（機関名） 選定発表時期 放出予定時期 
第 1 回 ケニア（ナイロビ大） 2016 年 8 月 25 日 2018 年 5 月 11 日【済】 
第 2 回 グアテマラ（グアテマラ・デル・バジェ大） 2017 年 9 月 11 日 2020 年 4 月 29 日【済】 
第 3 回 モーリシャス（モーリシャス学術研究会議） 2018 年 6 月 19 日 2021 年 6 月 22 日【済】 

インドネシア（スーリャ大学） 2018 年 9 月 14 日 2023 年 1 月 6 日【済】 
第 4 回 モルドバ（モルドバ工科大学） 2019 年 6 月 10 日 2022 年 8 月 12 日【済】 
第 5 回 中米統合機構(SICA) 2021 年 1 月 14 日 2026 年度以降 
第 6 回 メキシコ（プエブラ州立自治大学） 2022 年 2 月 17 日 2025 年度（引渡し済） 

チュニジア（工学応用技術大学） 支援終了（未放出） 
第 7 回 選定国無し   
第 8 回 タンザニア（Dar es Salaam Institute of 

Technology）/コートジボワール（Institut 
National Polytechnique Félix Houphouët 
Boigny） 

2024 年 7 月 30 日 2026 年度以降 

 
現在までにJ-SSODで99機放出しているが、このうち49機が日本以外の31の国・地域が主体となって

いる衛星であった（日本の大学との連携案件含む）。2025年度中にあと6機放出予定であるが、うち4機
は外国主体の衛星である（メキシコ、マレーシア、イタリア、タイ）。すなわち、約半数が国際案件であり、

J-SSODが国際的に活用されていることが分かる。こうした国際案件は、KiboCUBE以外では、J-CUBE
や大学連携がほとんどであったが、事業者案件でも複数あった。49機のうち18機は、その国初の衛星で

あった（ベトナム、フィリピン、バングラデシュ、ガーナ、モンゴル、ブータン、コスタリカ、ケニア、ネパー

ル、ルワンダ、スリランカ、グアテマラ、パラグアイ、ミャンマー、モーリシャス、モルドバ、ジンバブエ、ウ

ガンダ）。国際貢献はもちろんのこと、各国の人材育成への貢献も大きい。 
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③商業利用の促進 
利用の状況を以下に示す（縦軸は放出機数、横軸は年度）。2025年度分については見込みを含む。

JAXA単独で事業を推進していた初期よりも、PF化した2016年度以降全体として放出数が増加している

ことがわかる。また、事業者が選定されたのは2018年であるが、その後精力的に営業活動を行い、最も

早く放出できたのが2020年度であった。直近の2024年度と2025年度は事業者案件が大半を占めてい

る。 
衛星放出数全体の8割が事業者及びJAXA契約の有償利用である。近年のJAXA無償枠は

KiboCUBEのみであることから、大学等の教育機関も有償利用していることが分かる。 
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 以上、データをもとに実績をまとめた。本PFとしては、①ISSからの超小型衛星放出を通した人材育

成・技術実証機会の提供、②国際貢献、③商業利用の促進という3つの目標のいずれも順調に達成中

であり、将来的にもニーズのある限り応えていく所存である。 
 

２. PF運営・推進  

（１） 利用拡大に向けた取組状況とその発展について 
 
利用拡大に向けて、これまで様々な取り組みを行ってきた。大学連携協定をきっかけとして連携を深

めた九州工業大学は21機、東京大学は7機の衛星を放出している。いずれも海外との連携案件が大半

であり、利用拡大にとどまらず、国際貢献にもつながっている。 
KiboCUBEについては、打ち上げ費用を無償とし、JAXAが自ら技術支援を行うという手厚い対応を取

っている。さらに、J-CUBEと併せて人材育成や利用の拡大につなげるために、国連宇宙部のほか、特

定非営利活動法人大学宇宙工学コンソーシアム（UNISEC）とも連携して人材育成パッケージとして提供

している。UNISECは、大学および高等専門学校（高専）等を構成員とし、宇宙工学分野で、実践的な教

育活動の実現を支援することを目的とした特定非営利活動法人（NPO）である。UNISECには超小型衛

星を放出した大学の多くも加盟しており、これまでに蓄積した衛星開発技術や小型衛星利用に関わる知

見や経験を活かして、海外も含めた衛星開発能力の強化への貢献も期待される。 
超小型衛星放出を通じた人材育成機会を有機的に連携させるため、JAXAは、超小型衛星開発・運

用・利用の知見を有し、広く国内大学との連携が可能なUNISECとの連携協力に関する協定を2021年に

締結した。「学ぶ（KiboCUBE アカデミー）」から「トライする（KiboCUBE)」、更に「進化し続ける（J-
CUBE)」の 3つの仕組みを「人材育成パッケージ」としてUNISECとともに推進していくことで、宇宙新興

国に対するキャパビルの促進、国内の人材基盤の強化を図り、SDGsへの国際貢献、PFとしての利用

拡大に向けて活動している。 
 

 
 
KiboCUBE アカデミーは、国連宇宙部（UNOOSA）のWebサイトに掲載されている、衛星開発や運用

に関わる無料のオンデマンド講義（英語）である。UNISECに所属する大学教員を中心に講師を担当して

いただき、現在までに27の講義が登録されている。 
https://www.unoosa.org/oosa/en/ourwork/access2space4all/KiboCUBE_Academy_Webinars.html 
 

https://www.unoosa.org/oosa/en/ourwork/access2space4all/KiboCUBE_Academy_Webinars.html
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このほかにも年に複数回のオンラインセミナーやオンサイトでのイベントなども開催しており、衛星開

発に興味のある宇宙新興国の団体がチャレンジしやすい基盤を整えている。 
 
利用拡大には事業者も大いに寄与している。 
第1期事業者はそれぞれ、関連学会などで精力的に営業活動を行い、利用者拡大に寄与した。事業

者枠を利用してのリピーターもおり、オーストラリアのカーティン大学は4機の衛星をJ-SSODからすでに

放出、さらに3機を開発中である。事業者によるサービスに満足した結果と考えられる。 
2024年度までに契約した案件44件のうち、調整中の4件を除き、40件が放出済み/放出待ちのステイ

タスである。事業者による利用者開拓がなければ、これほどのユーザを集めることは困難であったと考

えられ、利用者拡大に大いに貢献した。高校生や科学館からの提案、地域と連携した提案、記念品を搭

載し通信を行わない案件など、JAXAが取りまとめていた時はアクセスできなかった多種多様なユーザ

を取り込み、宇宙を身近にした。ビジネス利用も相対的に多く、JAXA所掌分と比較して3Uサイズの利用

比率が大きい。3Uサイズであれば複数の技術実証も可能であり、大型衛星への搭載に向けて技術成熟

度（TRL）を上げるという使い方がされていると推測される。 
 
（２） 新たな概念・価値を創出する実験サービス（枠組み、装置等）の提供状況とその発展について 
  
超小型衛星は、「JEMペイロードアコモデーションハンドブック -Vol.8- 超小型衛星放出インタフェース管

理仕様書」に従って開発していただくこととしており、国際宇宙ステーションの安全基準を満たすために

JAXA/NASAの安全審査を受審する必要がある。安全審査資料（SAR）は原則としてエンドユーザが作

成することとしており、NASA/JAXA特有の表現やロジックが分かりにくいことから、安全審査資料のフォ

ーマットを作成した。文書数は25種類で、どの項目にどのような情報をどのレベルで記載する必要があ

るかを示している。このフォーマットはすべてのユーザに活用されており、必要に応じてアップデートして

いる。 
 また、九州工業大学はBIRDS衛星バスというバスシステムを提供しており、多くの衛星で利用されてい

ることを踏まえ、九州工業大学の協力のもと、JAXA有人システム安全・ミッション保証室を中心に
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「BIRDSバスを使用した小型衛星向け簡易SARによる安全審査実施要領」を調整・制定した。本プロセス

を適用する小型衛星プロジェクトは「BIRDS-5 ベースラインSAR」を安全評価のベースラインとして、そ

れに対する差分評価を「小型衛星簡易SAR フォーマット」を使用して実施することができる。これにより、

安全審査の負担が多少なりとも軽減された。 
 
 少し異なる切り口の記載になるが、超小型衛星放出PFとしては、最終的なユーザ満足度を重視してお

り、実験サービスの一環として放出時のイベントにも力を入れている。放出の瞬間をライブ映像で見るこ

とができるというJ-SSODのメリットを生かすため、衛星ユーザにお声がけし、筑波宇宙センターの運用

管制室を一望できる「VIPルーム」にて放出の様子を見守っていただく。当日来訪できないチームに向け

ては、Zoomを用いライブ配信でイベントにご参加いただくというインタラクティブなやりとりも行っている。

イベントは、リアルタイムでYouTube配信も行っている。YouTubeはどなたでも視聴可能であり、海外か

らのアクセスも多い。視聴回数は累計で10,000回を超えることもある。関係者のみならず、衛星開発に

関心のある方々に視聴いただいていると推測され、今後の利用拡大にも資するものと考える。 
 
（３） PF運営上の課題識別とその対応について 
 
 PF運営上の課題として、大きく2点識別している。1点目は費用である。本PFでは、衛星の開発費用や

運用費用はすべてユーザ側が負担する。（KiboCUBEも同様）。J-CUBEについては、さらに（減免した）

リソース料（打ち上げ費用・放出費用など）、JAXA側人件費として所定の費用をJAXAにお支払いいただ

いている。事業者案件の場合、ユーザが事業者に支払う費用は、JAXAへの収入となるリソース料に加

えてユーザ支援を行うための事業者側人件費が追加になる。ちなみに、JAXA事業であるJ-CUBEは、

人材育成と国際貢献を目的としていることから価格を比較的安価に設定している。見方によっては事業

者の事業を圧迫しているという側面もあり、採択数を絞ることで事業者の了解をいただいている。 
このように、ユーザにとっての費用負担は、予備実験や解析費用くらいしかかからない一般の船内科

学実験と比較して非常に大きい。そのような中でも利用者が増加しているのは特筆すべきことと思われ

るが、利用者拡大を企図してユーザの資金的な負担を減らすことは、事業者にとってはビジネスとして

成り立ちにくいということにもつながり、両立が困難である。 
 

2024年に実施した第2期事業者公募においては、こうした事情を踏まえ、事業者がJAXAに支払うリソ

ース料は0円とした（実費は負担いただく）。将来的に目指すものは完全事業化ではなく、利用の拡大と

し、理念として以下を掲げる。 
 
JAXAの「きぼう利用戦略」（2024年第4版制定）において、宇宙利用の拡大と民間との連携が謳われ

ていることを受け、「きぼう」からの超小型衛星放出事業について、事業者による民間ならではの創意工

夫や新たなビジネスモデルをもって利用サービスが提供され、多様なユーザが人材育成や技術実証、

ビジネス実証に生かす機会を得ることを目指す。JAXAは事業者のパートナーとして本事業を推進する。

事業者は、宇宙利用サービス提供の技術を磨き、ユーザ満足度の高いサービスを提供する。事業者

は、この事業の成果を通して、地球低軌道における自社の宇宙活動に資する。 
 
2点目の課題は、宇宙飛行士が滞在する国際宇宙ステーションならでは安全審査の厳しさと煩雑さで

ある。安全審査資料の源泉は各ユーザが自ら作成する役割分担としていることもあり、多くのユーザか

ら問題点として指摘されている。特に、設計や検証の詳細について細かく確認があることに関しての指

摘が多い。 
ロケット相乗りの場合ももちろん安全基準はあるものの、有人の場合と比較すると検証項目なども少

なく、複数の打ち上げ放出機会を利用したユーザによれば、ISSからのJ-SSODによる放出の審査が最
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も厳しいとのことであった。JAXA内でも様々な議論を行ったものの、安全審査は有人宇宙機を使用する

上で極めて重要なプロセスであり、かつ長年の審査実績とNASAとの継続的な調整プロセスを経て段階

的に効率化を進めて来たものであるため、今から更に大幅な効率化を行うことは容易ではないとの結論

に至った。しかしながら、審査の初期段階で、審査側とユーザ側での打合せを行い、設計に対する審査

側の理解を深めると同時に、審査側の懸念点も直接説明するなどの対応を行っているほか、ユーザの

負担をできるだけ減らすために、技術的なハードルを下げて効率化するための取り組みをJAXAで一つ

一つ行っている。 
例えば、「JEM 搭載用小型衛星放出機構を利用する小型衛星への 衛星キット部品バッテリセル・

EPS使用時の安全設計および検証計画ガイドライン」では、昨今衛星開発者の利用が増えている衛星キ

ット部品の安全設計や検証計画のガイドラインを整備し、キット品に付属する試験結果を活用して安全審

査を実施する指針を纏め、衛星開発者の負荷を削減した。「JEM 搭載用小型衛星放出機構（J-SSOD）
を利用する小型衛星に搭載するディプロイメントスイッチ反力の要求逸脱に対する評価ガイドライン」で

は、衛星に搭載するスイッチの反力が大きく、ICD（インタフェース文書）要求を満たせない場合でも搭載

可能かどうかを判断する計算式や解析用パラメータが示されている。「JEM 搭載用小型衛星放出機構

を利用する小型衛星へのGOM Space社アンテナ展開機構 ANT430ハザード識別要否に係る技術評

価」では、小型衛星の部品を販売しているGOM Space社のアンテナ展開機構ANT430を使用する際、

アンテナの誤展開によりJ-SSOD 衛星搭載ケース／J-SSOD-R 衛星放出ケースからの不適切な放出

が発生しISS との衝突を引き起こす、というハザードを識別する必要はないこと、また、本アンテナ展開

機構の構造破壊に起因するハザードの識別は不要であることを示した。評価にあたっては、J-SSOD 
衛星搭載ケース/衛星放出ケース内での引掛りがないこと、アンテナ誤展開時の放出速度への影響がな

いこと、アンテナ誤展開時の放出方向への影響も問題ないことを示した。これにより、当該アンテナ展開

機構の使用においては、追加の検証が不要となった。また、衛星ユーザや事業者が安全審査において

困難に直面している場合には、円滑化のため、JAXA～事業者間やJAXA内での技術調整を積極的に行

っている。 
 
ちなみに、通常の船内実験においては、安全審査資料は開発メーカが作成し、その費用はJAXAが負

担するため、大きな問題となることはない。超小型衛星の場合、衛星を開発しているのはユーザである

ため、事業者などの他者が安全審査資料を作成するには、ユーザへの相当なヒアリングが必要と思わ

れる。本PFでは原則として有償利用であり、民間事業者による事業を推進していることから、安全審査

資料作成をユーザではなく事業者に実施していただくとなった場合は、その人件費分が利用料に加算さ

れてしまい、参入と同時に利用のハードルが上がってしまう。 
そのため、第2期事業者選定に際しては、安全審査資料作成を代行することは求めなかったが、安全

審査対応を含めて十分な技術力を有していることを求めた。ユーザが作成した資料をそのままJAXA安
全審査側に提出し、審査側からのコメントをユーザに転送するだけでは何の付加価値もないためであ

る。再選定された2社は、いずれも十分な技術力を有していると認められ、さらに安全審査効率化に向け

た自社取り組みについても評価された。 
 

（４） ノウハウの蓄積と継承（サービス提供を含む）  
 
第1期事業者選定後、JAXAは1年かけて2社に技術移管を行った。半日～1日にわたる技術説明を計

36回にわたって実施し（2社分）、受注した案件に関しても様々な助言を行った。内容としては、ISS利用

にあたっての基本事項、契約受注から放出後までのプロセス説明、J-SSODに関する技術説明、安全審

査のポイント、スケジュール管理、インタフェース文書の解説など多岐にわたった。提供した文書リスト

（代表例）は以下のとおり。 
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(1) JSX-2010026 JEM搭載用小型衛星放出機構を利用する小型衛星への軌道上安全要求 
(2) JMR-006_N3 コンフィギュレーション管理標準 
(3) CR-99117G JAXA宇宙ステーションプログラム材料及び工程要求書 
(4) CR-99218Y JEM材料選定リスト 
(5) MSFC-HDBK-527F MATERIALS SELECTION LIST FOR SPACE HARDWARE (JSC-
0904F) SYSTEM 
(6) JMR-003 スペースデブリ発生防止標準 
(7) MIL-A-8625 Anodic Coatings for Aluminum and Aluminum Alloys 
(8) JMX-2012164 JSC Radio Frequency Spectrum Management HP 申請要領 
(9) JSC-20793D Crewed Space Vehicle Battery Safety Requirements 
(10) ATV HTV KSC Form 100 Integrated Safety Checklist for ISS Cargo At Launch or 
Processing Sites 
(11-1) JMX-2011303E JEM搭載用小型衛星放出機構を利用する小型衛星への構造・フラクチャ

コントロール計画書 
(11-2) JMX-2012694 Structure Verification and Fracture Control Plan 
(12) SSP51700 Payloads Safety Policy and Requirements for the International Space Station 
(13) SSP52005E Payload Flight Equipment Requirements and Guidelines for Safety-Critical 
Structures 
(14) OE-14-002 Documentation of International Radio Frequency Transmitter Hazards 
(15) 【制定版】JDX-2017078A_J-SSODを利用する小型衛星への衛星キット部品バッテリセル・

EPS使用時の安全設計および検証計画ガイドライン 
(16) JDX-2018252_「きぼう」からの超小型衛星放出ミッション（J-SSOD）各インクリメント 利用要

求の新規エントリー及びアップデートについて 
(17) JDX-2018253_「きぼう」からの超小型衛星放出ミッション（J-SSOD）OpNom調整およびラベ

ル申請について 
(18) JDX-2017427 「きぼう」からの超小型衛星放出ミッション搭載衛星に係る安全性評価報告書

作成ガイドライン 
 
さらに、2項(2) 「新たな概念・価値を創出する実験サービス（枠組み、装置等）の提供状況とその発展

について」でも言及したが、安全審査資料に関する解説書と資料作成のためのフォーマットを作成した。

この文書の総ページ数は850ページを超える。それぞれの審査用文書が何のために必要なのか、注意

点、分かりにくいポイントに関する解説などが記載されており、フォーマットについても記載例を掲載する

など、ユーザが必要な事項を参照できる詳細かつユーザーフレンドリーな文書となっている。各事業者

には本文書を配布し、フォーマットについては自由にアップデートしていただけるよう依頼した。 
 事業者側でも移転を受けた技術の継承を行っている。 
 
 このように、ノウハウの蓄積と継承については、十分に実施できていると評価する。 
 

３. 研究開発成果  

前述のとおり、本PFは ISSからの超小型衛星放出を通した人材育成・技術実証機会の提供、国際貢

献（国際プレゼンス向上）、商業利用の促進を目的としている。インフラ提供という側面が大きく、PF と

して科学技術的意義を追求するものではないため、人材育成・技術実証の機会をいかに提供できた

かやその波及効果などについて述べる。そうした機会提供がひいては科学技術的価値の創出につな
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がるためである。また、これまでに放出した衛星で公開情報から科学技術的意義が説明できる案件に

ついては言及する。 
 
（１） PF目標の科学技術的意義及び達成度  
 

人材育成・技術実証機会の提供を目的としている J-CUBE のリストを示す。いずれも技術的チャレン

ジを含むが、国内先進ミッション枠が主に技術実証を目的としている。（国際協力枠は外国との協力に

よる人材育成がメイン）。 

選定枠 衛星名 
(サイズ) 利用者 共同体制メンバー 

2021 年 
国内先進ミ

ッション枠 

DENDEN-01 
(1U) 
【放出済み】 

関西大学 名城大学 
福井大学 

HOKUSHIN-1 
(3U) 
 

東北大学 北海道大学 
室蘭工業大学 

2021 年 
国際協力枠 

MAYA5 
MAYA6 
(1U×2) 

【放出済み】 

九州工業大学 University of the Philippines 

KNACKSAT-2 
(3U) 

【放出待ち】 

九州工業大学 NB SPACE Company Limited  
 
International Institute of Space Technology 
for Economic Development 

K’OTO 
(1U) 

九州工業大学 National Autonomous University of Mexico 
(UNAM) 

2022 年 
国内先進ミ

ッション枠 

LignoSat 
(1U) 
【放出済み】 

京都大学 九州工業大学 

2022 年 
国際協力枠 

Dragonfly 
(2U) 
【放出済み】 

九州工業大学 Arthur C. Clarke Institute for Modern 
Technologies (ACCIMT) 
(スリランカ) 

UiTMSAT-2(1U) 
【放出待ち】 

九州工業大学 Universiti Teknologi MARA (UiTM) 
(マレーシア) 

2023 年 
国内先進ミ

ッション枠 

TSUKUTO(1U) 筑波大学 東京都立大学 

2024 年 
国際協力枠 

MO-2(1U) 九州工業大学 Sapienza ‒Università 
di Roma 
(イタリア) 
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（２） 科学技術的価値を創出する取組  
 
 科学技術的価値を創出する取り組みとして、UNISECとの連携を行った。UNISECは正式名称を特定

非営利活動法人 大学宇宙工学コンソーシアムといい、2002年に設立されたNPO法人である。ホームペ

ージによると、法人会員33団体、個人会員236名、学生会員704名、加盟大学・高専は40校におよび、大

学・高専学生による手作り衛星（超小型衛星）や缶サット（超小型の模擬人工衛星）、ロケットなど宇宙工

学の分野で、”実践的な”教育活動の実現を支援することを目的としている。「超小型衛星」を利用した実

践的な宇宙工学教育が、他の国々での教育にも役立つと考え、2011年に「100カ国構想 Vision 2020-
100」を発表している。現在では「2030年末までに、すべての国で大学生が実践的な宇宙プロジェクトに

参加できる世界を」をモットーに、より広く海外の大学や研究機関等との協力体制を築き、宇宙工学教育

の実現・普及への貢献を目指している。こうした理念が本PFとも合致し、『国際宇宙ステーション「きぼう」

日本実験棟からの超小型衛星放出を用いた学術利用及び人材育成に係る包括的な連携協力の推進に

関する協定』を締結した。 
 JAXA安全・信頼性推進部もUNISECへの委託契約を出しており、超小型衛星のミッション成功率向上

に関わる調査検討を通して「超小型衛星ミッションアシュアランス・ハンドブック」の作成を行っている。こ

れは本PFの範囲外であるが、「きぼう」からの超小型衛星放出に限らず、大学等が開発する超小型衛星

のミッション成功率を向上させるために、教員・学生を含む開発・運用チームが念頭におくべき事項をま

とめたものである。ミッション保証（Mission Assurance）とは、ミッションの成功を阻害する設計・製造・運

用等における要因を見つけ、その影響を軽減させる一連の活動を意味するが、以下4点についての記載

が特に有用な文書となっている。 
https://ma.unisec.jp/wp-content/uploads/2025/03/ma_handbook_ver4.0.pdf 
 プロジェクトの実施形態に応じた大学における適切なマネージメント方法 
 プロジェクトを「効率良く」実現するポイント 
 ミッション定義から運用後に至るまでのプロジェクトライフサイクルの各フェーズ毎にミッション成

功率向上のために実施すべき事項 
 個々の単発のプロジェクトではなくプログラムとしてミッション成功率を確実に向上させていくた

めに、大学衛星プログラムを持続的に行っていくためのポイント 
 

BIRDS-RPM 
(3U) 

九州工業大学 Rwanda Space Agency（RSA）、Paraguay 
Space Agency（AEP）、モルドバ工科大学

（TUM） 

IvoireSat-1(1U) 九州工業大学 Institut National Polytechnique Felix 
Houphouet-Boigny(INP-HB) 
(コートジボワール) 

てんこう 3(3U) 日本大学 Vietnam National Space Center 
(ベトナム) 

MOMIJI(2U) 千葉工業大学 ブータン王国政府技術庁(GovTech: 
Government Technology Agency)、College 
of Science and Technology(CST) (ブータ

ン) 
高度技術者育成

プログラム 6 機

（仮称）(2U) 

千葉工業大学 
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 さらに、JAXA新事業促進部と九州工業大学との共同研究として2024年夏から設置した「CubeSatサロ

ン」の事務局をUNISECが受託している。このサロンは大学・企業等に対する超小型衛星のミッション保

証に関するコンサルティングを行うもので、超小型衛星の成功率向上を実現するための効果的な支援方

法の確立を目的として、超小型衛星の開発・運用等を無料で相談できる場となっている。相談員として

は、九州工業大学教員以外にも、衛星開発・運用に多くの知見・経験を有する（UNISEC所属の）大学教

員が名を連ねており、活用されている。 
https://aerospacebiz.jaxa.jp/topics/news/20240705_cubesatsalon/ 
 
 本PFとしては、できる限り成功率が上がるよう、こうした取り組みをエンドユーザや事業者に紹介して

いる。 
 
（３） 研究開発成果を創出する実施体制  
 
上述したAll-JAXAのUNISECとの連携により、超小型衛星の製作・運用に関わる支援体制が整備さ

れてきた。本PFでは、連携協定の他、企画競争により「「きぼう」からの超小型衛星放出を通じた人材育

成パッケージ施策実施支援」業務をUNISECに委託しており、様々な活動を行っている。国内ユーザ向

けに、UNISECによる技術コンサルティングを実施して、衛星開発経験の浅いチームの相談に乗ってい

る。（上述したCubeSatサロンなども活用いただいている）。 
国連宇宙部（UNOOSA）との連携も功を奏している。UNISEC所属の専門家（大学教授等）による

「KiboCUBEアカデミー」という無料の英語の講義をUNOOSAのWebサイトに現時点で27つ掲載してお

り、それのオンラインセミナーも開催している。年に複数回開催しており、UNOOSAの知名度もあって世

界中からの参加がある。オンサイトでも年に1回実施しており、UNOOSA/UNISECとの連携のもと、IAC
やCOPUOS、TICAD等にタイミングを合わせて、衛星開発の講義と質疑、HEPTA-Satを使った実習な

どを行っている。 

  
 
（４） 科学/技術的成果 
 
超小型衛星は主に人材育成を目的として利用されているが、3UサイズやW6U（20×30×10セン

チ）、50kg級衛星は十分な科学技術的成果を創出しうる。ほとんどが有償利用であるため、公開されて

いる情報をもとに代表例をまとめた。 
 
【50kg級衛星DIWATA-1】 

2016年4月27日20時45分頃（日本時間）、フィリピン共和国ではじめての国産衛星「DIWATA-1」を国

際宇宙ステーション（ISS）「きぼう」日本実験棟の衛星放出機構から放出した。フィリピンの宇宙開発の歴
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史を拓くミッションに、日本が貢献することができた。DIWATA-1は、フィリピン科学技術省から派遣され

た若手エンジニア達が中心となり、東北大学・北海道大学がその開発・製造に協力した。 
フィリピンも日本と同様に海に囲まれ、農水産業が盛んで自然災害の多い国であり、人工衛星は人々

の生活や国の発展に欠かせない。DIWATA-1には地球観測用の観測カメラが4種類搭載されており、当

初の予定を超えて4年間にわたり、台風をはじめとする災害の監視、自然災害による被害範囲の調査、

農産物の生育調査や漁業などに役立てられた。フィリピン国土の約38.0%にあたる114,087平方キロメ

ートルをカバーした（下左図）。ピナツボ山の植生などもNDVI（正規化植生指数）で示されている。 
 

 
Left: A visual representation of Diwata-1's coverage of the Philippines during its four-year mission. 
Right: A derived NDVI image of Mount Pinatubo taken by the Diwata-1 Spaceborne Multispectral 
Imager sensor on April 19, 2017. The reddish patches represent the local flora in the area (image 
credit: STAMINA4Space Program) 
https://www.eoportal.org/satellite-missions/diwata-1#mission-status より 
 
 DIWATA-1 は宇宙への放出以降、3 万枚を超える画像を取得した。特に、超多波長スペクトルイメー

ジャー（SMI）とよばれる装置は、多くの波長選択性を持ち、植生や海洋の状態を従来よりもはるかに高

い精度で計測できる。その機能を活かし、フィリピンで深刻な被害を出しているバナナの病気を宇宙から

検出することに世界で初めて成功するなど顕著な成果をあげた。また目標物にカメラの視野を向ける技

術を実証し、世界で最も高精度な雲の立体撮影を達成した。 
https://www.hokudai.ac.jp/news/181219_pr.pdf 
フィリピン初の衛星であったこともあり、外交上のインパクトは非常に大きかった。その後もフィリピンは

北海道大学・東北大学と協力してDIWATA-2をH-IIAロケットで打ち上げ、成功させた。それがひとつの

契機となって、10年来設立が保留になっていたフィリピン宇宙庁(PhilSA)が2019年に設立され、PHL-
Microsat Programでフィリピン側の代表を務めたフィリピン大学ディリマン校のジョエル・ジョゼフ・マルシ

アーノ・ジュニア教授が初代長官（閣僚級）に就任した。 
（https://www.eng.tohoku.ac.jp/news/detail-,-id,2295.html による） 

https://www.eoportal.org/satellite-missions/diwata-1#mission-status
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【東京大学衛星 EGG】 
初期の無償枠で選定された衛星で、ガス充填で展開するエアロシェルを有する。宇宙空間から地上へ

物資や人員を輸送する際の大気圏突入飛行技術に資することを目指し、以下を目的とした。東京大学、

日本大学を中心とした大学と、JAXA宇宙科学研究所の研究者が参画した。 
 宇宙でのGPSを利用した位置情報取得とイリジウムSBD通信による衛星運用実証 
 軌道上でのガス充填方式によるエアロシェル展開実証 
 低弾道係数化による軌道高度降下データの取得 
2017年1月に放出され、イリジウム通信サービスを経由した衛星からのデータ受信に成功。イリジウ

ム衛星通信システムのみによって衛星を運用する世界初の人工衛星となった。その後、エアロシェル展

開のコマンドを衛星に送信し、その後に衛星から送られたガス圧データのモニターと搭載カメラによる映

像で展開が行われたことを確認。エアロシェルに発生する空気抵抗により衛星は降下を始め、予定通り

5月に大気圏に突入した。焼失するまで、衛星に搭載されたGPSで高度情報を取得することができた。こ

うした成果は、既存通信ネットワークインフラを利用した地上アンテナ等専用地上設備不要の低コスト衛

星運用の可能性を開き、超小型低コスト大気圏突入システムの開発にもつながる。 
https://www.isas.jaxa.jp/topics/files/EGG_20170621B.pdf 
 

【事業者衛星 TAUSAT-1】 
本衛星は事業者が契約したイスラエル・テルアビブ大学の衛星である。2021年3月に放出された。低

軌道での高エネルギー粒子やその他の分子化合物の影響を監視することが目的であったが、Acta 
Astronautica誌に論文が掲載されているため、概要を以下に示す。 

https://doi.org/10.1016/j.actaastro.2023.07.020 
 
近年、原子状酸素（AO）は宇宙コミュニティにとって大きな課題となっている。AOの影響で有機材料は

侵食され、その粗さ、熱光学特性などの変化につながる。地球低軌道ミッションへの関心が高まっている

が、この高度ではAOフラックスが非常に高い。このような低高度では、 AO侵食による材料劣化は、適

切に保護されていない限り、材料の完全性に大きなリスクをもたらす。そのため、実際の宇宙環境でリア

ルタイムにAOフラックスと、その結果生じるAOによる材料侵食を測定することは、宇宙コミュニティにと

って大きな関心事である。 
そこで本研究では、軌道上材料劣化検出器（ORMADD）を用いて、LEOで初めて行われたAO材料劣

化のリアルタイム測定結果を示す。ORMADDは低コストで操作が簡単な検出器で、半透明のAO感応コ

ーティングを施した太陽電池で構成される。国際宇宙ステーションからLEOに放出された3Uキューブサ

ットTAUSAT-1には、2つのORMADDが組み込まれた。1つ目のORMADDは薄いアモルファスカーボ

https://www.isas.jaxa.jp/topics/files/EGG_20170621B.pdf
https://doi.org/10.1016/j.actaastro.2023.07.020
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ンコーティングでコーティングされ、2つ目は厚い熱分解カプトン膜で覆われていた。ORMADDを使用す

ることで、コーティングの侵食をリアルタイムで追跡し、TAUSAT-1軌道上のAOフラックスを計算するこ

とができた。ORMADDデータから得られた軌道上平均フラックスは、宇宙環境情報システム

（SPENVIS）ソフトウェアによって計算された理論的な平均AOフラックスと整合することがわかった。

ORMADD が宇宙環境検出器として、また材料の劣化研究の機器として十分機能できることを実証し

た。 
 
【事業者衛星 ONGLAISAT】 
台湾国家宇宙センター（TASA）、株式会社アークエッジ・スペース、東京大学が開発したW6Uサイズの

衛星。2024年12月に放出された。アークエッジ・スペースのホームページによれば、キューブサットにお

いて世界最高レベルの地上分解能（2.5～3.0m）の撮像に成功したとのこと。光学観測装置はTASAが
開発し、その軌道上実証のためにアークエッジ・スペースと東京大学が共同開発した高精度な姿勢制御

技術を含む衛星バスが用いられた。以下のすべてのミッション目標を達成した。 
 新規光学システムによる撮像実証 
 時間遅延積分技術（TDI）を用いたイメージセンサ実証 
 オンボード処理技術の実証 
 高精度姿勢制御を含む高度な衛星バス技術の実証 
https://arkedgespace.com/news/2025-02-07_onglaisat 
 
（５） 研究開発成果の活用、波及効果 
 
ここでは、特にKiboCUBEの成果、波及効果について述べる。JAXAとしては、KiboCUBE が単発的

な超小型衛星開発・運用にとどまるのではなく、その国の持続的な宇宙活動の立ち上げのきっかけにな

ることを期待している。まずは、継続的な資金獲得が必要となるが、そのためには、宇宙が地上に役立

つツールであること（例えば衛星データを防災に活用できる）をその国の人々に理解してもらうことが重

要となる。また、若手技術者の育成を通じて、その国における宇宙技術者の裾野を広げることが重要で

ある。KiboCUBE は、宇宙新興国の宇宙へのアクセスを広げるきっかけとなる。特に小型衛星の開発

は、基本的な宇宙技術を学べるという点で、宇宙事業を始める宇宙新興国のキャパビルに繋がる。また

「きぼう」からの小型衛星放出は、ロケットによる打上げに比べて、設計上の制約が軽減されるほか、打

上げによる故障リスクが低減できる。そのうえで、JAXA と国連宇宙部が宇宙新興国に対して、無償で

小型衛星の打上げ・放出機会を提供し、更にはJAXA が安全審査等に係る必要なサポートを行う

KiboCUBE プログラムは、宇宙新興国にとって宇宙活動をはじめる良いきっかけになる。 
 
実例を挙げると、第1回公募で選定されたケニアでは、ケニア初の衛星となったKiboCUBEが大きな

後押しとなり、ケニア宇宙庁が設立された。ナイロビ大学での人材育成にとどまらず、国内で宇宙活動を

実現するために必要な制度とシステムの確立に向けて作業が加速された結果、現在では様々な活動を

展開している。 
第8回公募で、タンザニアとの共同提案として選定されたコートジボワールは、コートジボワール宇宙

機関を設立することが決定している。タンザニアでも、同国政府が主催として、東京で宇宙ビジネスフォ

ーラムを開催するなど、経済活動を活発化させている。 
 
2023年に開催されたISS Research and Development Conference（ISSRDC：ISS National 

Laboratory, NASAおよびAmerican Astronautical Societyが主催するISSに関する世界最大の会議）に

おいて、Innovation 賞として「KiboCUBE プログラム」が表彰された。授賞理由は以下の通り。 
 国連宇宙部との連携により、宇宙開発新興国を対象とし、超小型衛星を「きぼう」から無償で放出

https://arkedgespace.com/news/2025-02-07_onglaisat
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できる機会を提供、これまでに5機の超小型衛星を放出した（うち4機はその国初の衛星）。 
 放出機会の提供や、専門家によるオンデマンド講座・技術コンサルティングを通じて、STEM教育

に貢献した。 

 

 
 このほか、当PFは以下のとおり、多くの表彰をいただいている。PFの取り組みが評価され、波及効果

をもたらしていることの証左である。 
 
【文部科学大臣表彰「科学技術賞」】 
文部科学省が主催する「平成30年度科学技術分野の文部科学大臣表彰」において、国際宇宙ステーシ

ョン（ISS）「きぼう」日本実験棟における超小型衛星放出プラットフォームでの取組みが、我が国の科学

技術の振興発展に貢献したと認められ、科学技術賞・科学技術振興部門を受賞。 

 

 
【ISS R＆D, Innovation Award （2017年）】 
JAXAが開発した「J-SSOD」（小型衛星放出機構）は、ISSの「きぼう」日本実験棟からの超小型衛星放出

を通じて、ISSにおける新たな利用を開拓し、ビジネスや国際協力の可能性を拡げた。特に、アジア地域

をはじめとして打上げ手段を持たない国にISS利用の機会を提供し、キャパシティビルディングを促進す

る重要な役割も担っている。 
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こういった活動を通じたアジア諸国や世界の宇宙利用の拡大・向上への貢献として、Innovation award
（commercialization分野）を受賞。 

 

 
【IAF Young Space Leaders 2020】 
JAXA赤城弘樹氏が、KiboCUBEプログラムや戦略パートナーとの連携を通じて国際宇宙ステーション

（ISS）と超小型衛星利用を世界に発信した若き宇宙航空リーダーとしての功績が認められ、「IAF Young 
Space Leaders 2020」を受賞。当PFを通して、JAXAでの人材育成にも役立った。 
 
（６） 今後の利用需要（科学/民間）に繋がる基礎データの蓄積、発展性 
 衛星側のデータはJAXAには共有されることが少ないため、基礎データの蓄積は困難な部分がある

が、衛星開発を行っている大学拠点やUNISECに蓄積されている。 
https://ma.unisec.jp/ 
https://ma.unisec.jp/wp-content/uploads/2025/03/ma_handbook_ver4.0.pdf 
 

UNISECではJ-CUBEに選定されたチームを集めた勉強会なども開催しており、こうした場でLessons 
Learnedが共有される。本PFとしては、引き続きUNISECなどの有識者につなぐ仕組みをサポートした

い。JAXAが直接技術調整を行っているKiboCUBEについては、JAXAが後続のチームへのノウハウの

共有などを行っている。 
民間利用については、各事業者に情報が集積されている。実際に、過去の事例に基づき助言を行う

ケースも存在しているとのことである。衛星開発をサポートする協力先もあるため、新規ユーザの参入

についても対応可能である。 
 
（７） その他 
  
本PFにおいて実施した「事業化」は、「きぼう」利用サービスの民間移管の第一弾であった。事業者選

https://ma.unisec.jp/
https://ma.unisec.jp/wp-content/uploads/2025/03/ma_handbook_ver4.0.pdf
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定にあたって外部委員として参画いただいた3名の方々からは、当時以下のようなコメントがあった。地

球低軌道活動において、民間企業が活躍する世界に向けての大きな一歩であるというメッセージであ

る。 
https://www.jaxa.jp/press/2018/05/20180529_microsat_j.html 
 
（1）竹森祐樹 外部委員（日本政策投資銀行 航空宇宙室長） 
JAXA初の挑戦に敬意を表したい。今回の審査において、宇宙に直接関係の無かった分野の事業者

をも巻き込み、新たな価値を創造しようという提案者の強い熱意に触れ、「きぼう」を活用した持続性ある

新たなビジネスが構築されることを確信した。事業者が自立したビジネスを確立するまで、JAXAはその

保持する経験を提供することで成功に導いてほしい。 
（2）青木英剛 外部委員（グローバル・ブレイン株式会社 宇宙エバンジェリスト） 
今後、低軌道の宇宙活動は民間事業者への開放と移管が加速していきます。そのような中、本取り組

みはJAXAとして重要な第一歩になると同時に、宇宙ビジネスに興味のある民間企業にとっても大きなマ

イルストーンになります。今回選定された事業者については、宇宙業界への新規参入者として、これまで

にないアイデアと実行力で、新しい需要を開拓していかれることを期待します。 
（3）中本喜博 外部委員（（公財）鳥取県産業振興機構 再生担当マネージャ（JAXA客員）） 
始まりは超小型衛星の放出だが、5年後10年後の低軌道活動を一変させる、とても大きな一歩となる

でしょう。ビジネスには技術とアイデアの両輪が必要ですが、そのアイデアを今回選定された二つの事

業者が競い合い磨くことで、更なる宇宙の可能性を広げてくれるものと確信します。また今後も続くJAXA
事業の民間開放が、宇宙という新しいフロンティアを得た企業のイノベーションを加速させてくれることを

期待します。 
 
選定された両事業者は、これまで「きぼう」利用サービス提供事業の先駆者として、超小型衛星放出の

ビジネス開拓を進めてきた。まさにポストISSへの試金石として有用な取り組みであった。周辺状況の変

化により、将来的な完全事業化を目指すには至らなかったが、民間が活躍する時代に向けて、新しい可

能性を拓いたといえる。 
 
事業者による活動を筆頭に、当PFでは将来的な科学技術的価値の創出につながる人材育成・技術実

証の機会提供を着実に行っている。UNISECや事業者に集約されている技術情報やノウハウをエンドユ

ーザに着実にフィードバックできるよう、JAXAとしても働きかけていく。 
 

４. 結言  

 
超小型衛星放出 PF では、「きぼう」のエアロックとロボットアームを活用した稀有な実験機会を国内外の

ユーザに提供してきた。今後も事業者と協力して「きぼう」ならではの機会を活かしていく所存である。 
(1) 2025 年 10 月現在の放出数は 99 機、参加した国・地域は日本を含めて 32 か国、その国初めての

衛星を放出した国は 18 か国である。国際プレゼンスへの貢献は非常に大きい。事業者の参入によ

り、宇宙に初めてアクセスするようなユーザも増加しており、利用は着実に拡大している。放出の成

功率は 100%である。 
(2) 有償利用の割合は全体の 80%であり、近年では KiboCUBE 以外はすべて有償利用である。ただ

し、市場価格の下落を受け、事業者案件に対する打ち上げリソース料を 0 円にするなど、臨機応変

な対応をとり、ユーザ離れを防いでいる。事業者と JAXA はパートナーとして事業を推進する。 
(3) 有人拠点への打ち上げに伴う厳しい安全審査については、ユーザにとっては煩雑なものであるが、

安易な緩和を行うことはできない。安全審査の効率化に向けて事業者/JAXA ともに努力を続けてい

https://www.jaxa.jp/press/2018/05/20180529_microsat_j.html
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る。 
(4) UNISEC や国連宇宙部との連携による「人材育成パッケージ」を推し進め、人材育成・技術実証機会

の提供を継続する。 
(5) 民間事業者には、本事業を通して、ポスト ISS 時代に向けての事業拡大、新規事業創出を行ってい

ただく。（ポスト ISS では JAXA が自らインフラを準備することは考えておらず、ニーズが見込めそう

であれば事業者の事業として実施いただく）。 
 
 

以上 


